
計画地

計画の概要

地区面積 構造

地区面積 構造

名称 施行区域面積

名称 幅員 延長 面積

都市高速道路 区域面積

晴海線 約２，８００㎡

地区幹線道路 約２０ｍ 約２２０ｍ ―

区画道路１号 約１５ｍ 約１４０ｍ ―

区画道路２号 約１３．５ｍ 約８０ｍ ―

区画道路３号 約１０ｍ 約３００ｍ ―

区画道路４号 約８ｍ 約２５０ｍ ―

広場１号 ― ― 約１，２００㎡

広場２号 ― ― 約１，２００㎡

学校用地 ― ― 約１００㎡

延べ面積 容積率

建築面積 建ぺい率

約５６１，５００㎡
（約４８５，５００㎡） 約７９０％

約５０，９００㎡ 約８３％

約１００㎡ 約２００％

約１００㎡ 約８０％

約１０８，９００㎡
（約８７，５００㎡） 約５８０％ １７０ｍ

約１２，０００㎡ 約８０％
（ただし約3,800㎡
の広場は10mとす
る）

約４０，３００㎡
（約３３，３００㎡） 約４００％

約６，５００㎡ 約８０％

備考

１－１ ２００ｍ

事務所、店舗、住宅、展示・
文化施設、自動車整備工
場、都市高速道路晴海線換
気所、公益施設、変電所、地
域冷暖房施設等

（　）は容積
対象面積を
示す。

１－２ １０ｍ 巡査派出所等

２ 住宅、店舗、給水所等

建築物の整備

街区
建築物の

高さの限度
主要用途

３ ７０ｍ 住宅等

拡幅

新設

新設

そ の 他 の
公 共 空 地

新設

新設

新設

公共施設の
配置及び規模

区分 備考

道
 

路

― ―
（換気所延面積）

約１６，０００㎡

新設一部拡幅

既存道路

　　 ２街区　約　８０ｍ　他

２　都市計画の内容

晴海一丁目地区第一種市街地再開発事業 約１０．０ha

西地区（組合施行）

約５．２ha 鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造

階数

１－１街区　地上３９階／地下４階　他

高さ

１－１街区　約１７５ｍ　他

１－２街区　地上　２階 １－２街区　約　１０ｍ

     ２街区　地上２３階　他

階数

１－１街区　地上４４階／地下４階　他

高さ

１－１街区　約１９５ｍ　他

     ２街区　地上５０階／地下２階　他      ２街区　約１６５ｍ　他

３－１街区　地上１８階／地下１階　他 ３－１街区　約　６０ｍ　他

大量の住宅供給と高度な業務・商業拠点とが調和した良好な市街地の形成を目指し、公共施設の整
備と併せて、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図り、上位計画である「豊洲・晴
海開発整備計画」とも整合のとれた都市整備を行う。

東地区（機構施行）

約４．８ha 鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造他

（はるみ１ちょうめ）

ＮＯ．８３　晴海一丁目地区（東地区：機構施行/西地区：組合施行）

１　計画の概要

中央区晴海一丁目の一部



建築敷地面積

約６１，３００㎡

約　　　１００㎡

約１５，２００㎡

約　８，５００㎡

容積率の
最高限度

建ぺい率の
最高限度

容積率の
最低限度

A ４００％ ６０％ ２００％

B ５００％ ８０％ ２００％

都市計画決定

容積率の
最高限度

容積率の
最低限度

７７０％

２００％

２００％

－

５８０％

２００％

４００％

２００％

都市計画決定

平成４年６月１日　東京都告示第６５８号
平成８年２月９日　東京都告示第１０８号（変更）
平成９年４月４日　東京都告示第４５８号（変更）

平成１１年１２月１日　東京都告示第１３２０号（変更）

都市高速道路
晴海線換気所
について、立
体道路制度に
関する事項と
して、重複利
用区域、建築
物等の建築限
界を定める。

　２００㎡
ただし、巡
査派出所
について
はこの限
りでない。

２ｍ、４ｍ
ただし、巡
査派出所、
公共用歩

廊、広場の
用に供する
人工地盤等
については
この限りで

ない。

１－２
公共ゾーンとして用途を
制限する。

１０ｍ

２
３－１街区の制限に加え
て住居地域としての用途
制限を加える。

１７０ｍ

３－１

晴海一丁目地区

１－１

「風俗営業等の規制及び
業務の適正化等に関する
法律」第２条第４項に掲げ
る風俗関連営業の用に供
する建築物は建築してな
らない。

２００ｍ

１－１街区の制限に加え
てマージャン屋、ぱちんこ
屋、射的場その他これら
に類するものは建築して
はならない。

７０ｍ

平成４年６月１日　中央区告示第　７２号

４　再開発等促進区を定める地区計画

地　区　名 用途の制限
建築物の
高さ上限

立体道路制度
に関する事項

建築面積
の下限

壁面の位置
の制限

晴海一丁目地内
約９．７ha ２００㎡

約２．１ha ２００㎡

３　高度利用地区

地　区　名 面　　積
建築面積の
最低限度

都市計画決定
平成４年６月１日　東京都告示第６５７号

平成８年２月９日　東京都告示第１０７号（変更）

建築敷地の
整備

街区 整備計画 住宅建設の目標

１－１ 敷地内に良好な歩行者空間を確保する。

約１，８００戸
約１６１，０００㎡

１－２ 壁面の位置の制限（２ｍ、４ｍ）

２ ただし、巡査派出所、公共用歩廊、広場の
用に供する人工地盤等についてはこの限り
でない。３



１－１ １－１：約１９５ｍ

２ 　 ２　：約１６５ｍ

３－１ ３－１：約　６０ｍ

１－１ １－１

２ ２

３－１ ３－１

１－１ １－１

２ ２

３－１ ３－１

１－１

２

３－１

事業計画認可 総事業費

１－１ １－１：約１７５ｍ

１－２ １－２：約　１０ｍ

２    ２   ：約　８０ｍ

１－１ １－１

１－２ １－２

２ ２

１－１ １－１

１－２ １－２

２ ２

１－１

１－２

２

事業計画認可 総事業費

平成５年７月１５日　東京都告示第７８７号
平成５年１２月１４日　東京都告示第１３８７号（変
更）
平成８年９月２４日　東京都告示第１０８２号（変更）

約１，５２１億円

用途

事務所・店舗・展示施設・変電所・整備工場・駐車場

巡査派出所

住宅・店舗・駐車場

延べ面積

約２７３，８００㎡(約２４３，８００㎡）

容積率

６１６％

約１００㎡（約１００㎡） １４３％

約２３，０００㎡（約１９，７００㎡） ４６１％

（　）は容積対象面積を示す。

地上２３階　他

建築面積

約２９，３００㎡

建ぺい率

７４％

約５０㎡ ７１％

約３，２００㎡ ７５％

平成５年７月１５日　建設省告示第１５７０号
平成８年９月５日　建設省告示第１７９３号（変更）

約１，９６４億円

西地区（組合施行）

敷地面積

約３９，５７０㎡
高さ及び階

数

地上３９階/地下４階　他

約７０㎡ 地上　２階

約４，２００㎡

用途

事務所・店舗・住宅・公益施設・駐車場

住宅・広域給水所・駐車場

住宅・駐車場他

延べ面積

約２５２，２００㎡(約２２５，０００㎡）

容積率

１０３７％

約８４，２００㎡（約６７，８００㎡） ６２２％

約３８，８００㎡（約３３，３００㎡） ３９２％

（　）は容積対象面積を示す。

地上１８階／地下１階他

建築面積

約４８，４１０㎡

建ぺい率

８５％

約１１，７００㎡ ７８％

約　６，７００㎡ ７９％

５　事業計画の概要

東地区（機構施行）

敷地面積

約２１，７００㎡
高さ及び

階数

地上４４階／地下４階他

約１０，９００㎡ 地上５０階／地下２階他

約　８，５００㎡



年　　月　　日

平成４年６月１日

平成５年７月１５日

平成６年２月２２日

平成６年３月２３日

平成６年３月３１日

平成８年２月９日

平成８年９月５日

平成８年９月５日

平成９年４月７日

平成１３年１０月５日

年　　月　　日

平成２年１月３１日

平成４年６月１日

平成５年７月１５日

平成５年１２月２７日

平成６年１月２６日

平成６年１０月

平成８年２月９日

平成８年９月２４日

平成８年１１月３０日

平成１３年１０月１日

平成１３年１２月２７日

７　位置図

事業計画変更認可

建築工事完了公告（第２街区Ａ棟及びＨ棟）

建築工事完了公告（上記以外の街区）

組合解散認可

権利変換認可日

権利変換期日

建築工事着工

都市計画変更

内　　　　　　　　　　　　　　　容

晴海一丁目西地区市街地再開発準備組合設立

都市計画決定

組合設立認可

建築工事完了公告（２街区）

建築工事完了公告（３－１街区）

建築工事完了公告（１街区）

西地区（組合施行）

権利変換期日

建築工事着工

都市計画変更

事業計画変更認可

内　　　　　　　　　　　　　　　容

都市計画決定

事業計画認可

権利変換認可日

６　経　緯

東地区（機構施行）



８　区域図

９　完成写真


